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 ※今年度より次の設問が修正されました。ご確認ください。 
①下記の設問について、注記を修正・追加しました。 
回答内容にかかわる注記のため、必ずご確認ください。 
Q4、Q6、Q7、Q10、Q12、Q13、Q15、Q18、Q19、Q20-B、Q28-B、Q31-A・D、Q32-A、 
Q33-A、Q34-A 
②Q15 取得免許の人数を問う欄の文言を修正しました。 
③Q16 修士修了生の内訳を問う欄の名称を高度実践看護師教育課程に修正しました。 
        就職者の欄の文言を一部修正し、注記を追加しました。 
④Q17 回答欄を「Ⅰ 科学研究費助成事業（科研費）」と「Ⅱ その他の研究費」に修正しました。 
⑤Q20-D 選択肢を「奨学金の選考」から「奨学金の選考または授業料免除」に修正しました。 
⑥Q21 選択肢に「特定行為研修」を追加しました。 
⑦Q25-D 選択肢に「遠隔教育（オンライン）」を追加しました。 
⑧Q25-F 選択肢に「費用は発生しない」を追加しました。 

今年度の修正箇所一覧 

※本マニュアルを活用する際には 必ず調査票とあわせてご確認ください 

 
今年度、質疑応答集の整理を実施し、よくある質問や入力内容に誤りが多い点を調査票の注記およ
び入力マニュアルに反映しております。 
入力マニュアルで解決しない場合、より細かな内容が記載されている【質疑応答集】をご確認くださ
い。 
質疑応答集：https://www.janpu.or.jp/file/2025SurveyQA.pdf からダウンロードできます。 

質疑応答集 

https://www.janpu.or.jp/file/2025SurveyQA.pdf


 

1 

 

 

 

 

 

■看護系学部・学科の構成員として所属する全教員

数（常勤）について記入するため、他学部・他学

科で看護系学部・学科の科目を担当している教

員や非常勤教員は人数に含まない。 

 

■「看護教員」の欄は、看護師、助産師、保健師の

いずれかの免許を取得している教員の人数を記

入する。 

回答は JANPUおよび JSPCUNに入会している課程

単位のため、看護師免許等を持っていても、他

学科の教員は人数に含めない。 

Q4～Q6の看護教員の数は必ず一致させること。 

 

■「それ以外の教員」の欄は、上記「看護教員」以

外の教員の数を記入する。 

 ただし、他学部、他学科の教員は含めない。 

 

■産休・育休を取得している教員の代替として採用

している代替教員はカウントしない。 

  

グリーンの部分は、 ブルーの部分に入力した数字が自動計算されるエリアのため、

直接入力はできない。また、パスワードの解除はできない。 

（Q4、Q 5、Q 6、Q 12、Q 13、Q 14、Q 15、Q 21-B、Q28-B に自動計算の設定がされている） 

本実態調査は、日本看護系大学協議会（以下、JANPU という）および日本私立看護系大学協

会（以下、JSPCUN という）に入会している課程単位で回答してください。 

注意 

Q4の注意点 

JANPUの会員コード単位で回答する 
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■Q4で「看護教員」として回答した教員を 

Q5：年齢別の人数 

Q6：最終修得学歴別名称の人数 

をそれぞれ記入する。その他の教員は含め

ない。 

Q4～Q6 の看護教員の数は必ず一致させること 

 

 

 

 

 

 

 

※看護教員の数が一致していない場合、Q6の下に下記の文言が表示されるので注意する。 

 

 

 

 

 

■看護系大学院に構成員として所属する教員数（常

勤）について記入するため、他研究科の教員や非

常勤教員の人数は含めない。 

 

■「看護教員」の欄は、看護師、助産師、保健師の

いずれかの免許を取得している教員の人数を記入

する。 

 

■内、大学院専任数は、大学院に関わっている教員

全体のうち大学院専任の教員が何人いるかを質問

しているため、全体よりも大学院専任数の方が数

字が小さくなる。 

 

 

 

 

 

 

Q5 および Q6の注意点 

Q12の注意点 
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■看護系での入学定員を定めていない場合には、空欄のままにせず、入学定員不明欄にチェック

を入れる。特に、博士後期課程の大学院生は注意する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■修士課程/博士前期課程の大学院生の

欄の総人数よりも、内訳の研究コー

スから上記以外のコースの人数の方

が少なく（または同数）なるように

回答する。 

 また、保健師コース、助産師コース

の人数には学部生や専攻科生、別科

生は含まれないので注意する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■②～⑤の入力については、学部卒

業時または大学院修了時の国家試

験合格者数または養護教諭一種取

得者数を記入する。 

 

  

Q14の注意点 

Q15の注意点 

≧  修士課程/博士前期課程院生の欄の総人数 内訳：研究コース～上記コース以外の人数 
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■修士課程/博士前期課程の修了生のうち高度実践看護師教育課程を修了した人数が何人いるかを

質問しているため、修士課程/博士前期課程の修了生の数の方が多くなるように回答する。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■研究代表者の研究費の金額は、分担者の

分担金も含めて採択された助成額で記入

する。 

 

■研究代表者が年度の途中で退職し、補助

事業廃止申請をしたうえで残金を日本学

術振興会に返金した場合でも、件数と助

成額をカウントする。但し、残金として

返金した金額を差し引いた額を「研究費

合計金額」に計上する。 

 

■科学研究費助成事業の取得件数の入力

は、調査実施年度の①申請件数、②交付

内定件数、③継続件数を記入する。 

①申請件数は、調査実施年度の 8月頃に申

請した新規件数を入力する。 

②交付内定件数は、調査実施年度の前年度

に申請し採択され、4月 1日に新規に交

付内定された件数を入力する。 

③継続件数は、調査実施年度の 4月 1日に

交付内定された件数を入力する。 

Q16の注意点 

≧  修士課程/博士前期課程の修了生の人数 高度実践看護師教育課程修了生の人数 

Q17の注意点 
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■他校（他学部）で調査実施年度の前年度

に申請し、調査実施年度に交付を受けた

（もしくは交付には至らなかった）場合

も申請数に加える。 

例えば、ある教員が A大学で申請を行っ

たが 3月で退職し、4月から B大学に就

職した後に交付が内定したとします。そ

の場合の申請件数は A大学でカウント

し、その申請が B大学に異動した後に採

択された場合の交付内定件数は B大学で

カウントする。基本的には交付内定時に

教員が在職している大学でそれぞれカウ

ントする。 

 

■本人の都合（育児休暇、研究遅滞等）に

より所定の年度で研究が終了せず研究期

間を延長し、前年度の配分額で研究を継

続する場合、調査該当年度のカウントと

して、「継続件数は 1件」、正式な配分

額はないと思われるので「配分額は 0

円」と記入する。 

 

■科学研究費助成事業において基金の場合は、前年度分の助成金の繰り越しが可能になっている

が、繰り越しは計算せず、当初の配分額で記載する。 

また、前倒し請求をした場合は当該年度内に含める。その分、翌年度の研究費からは差し引か

れたものが計上されることになる。 

 

■「企業等による教育研究奨励費」とは、「企業からの受託研究費」以外の企業からの研究助成

をいう。 

 

■受託研究では、企業から指定された研究テーマを取り扱うが、特にテーマが指定されているわ

けではない競争的あるいはそれ以外の研究費となる。看護学の分野ではそれほど件数は多くな

いと思われる。 

 

■Ⅱ その他の研究費の「企業等」には自治体は含まれない。自治体は一番下の「その他」で計上

し、自由記載に自治体名や研究助成事業等の名前があればそれも記載する。 

 

■企業が競争的資金を獲得し、教員と企業が共同研究契約を締結しており、研究代表者が企業の

職員の場合は、対象外となり記入する必要はない。 
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■専任と兼任は、どの所属（部門）で採用され

ているかによって区別する。 

 例えば、大学の看護学部・看護学科で採用さ

れている教員が、附属施設等でも構成員（セ

ンター員等）となっている場合は、その教員

は兼任になる。一方、附属施設等で採用され

ている者（教員あるいは研究員等）は、専任

になる。  

 

■指導者・指導補助者として兼務発令がされている教員（医師含む）・看護師については、どの

立場で雇用をされているのかによってカウントする場所が異なる。いずれにも該当しない場合

は、「その他」でカウントする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■「非常勤教員」には、実習指導や授業などを担当する非正規職員を計上する。「実習補助員」

には、病院や施設などの実習指導のみ担当する補助員を計上する。「その他」には、非常勤教

員・実習補助員以外の名称で、大学独自で非正規雇用している方がいれば記入する。  

Q31-Aの注意

点 

Q22-Bの注意

点 



 

7 

 

 

 

 

■看護学、在宅看護学、保健師養成、助産師養成、

養護教諭一種養成、それぞれの実習委託料には 

施設賃借料や利用料は含まれないので注意する。

あくまでも学生 1人にかかる 1日の 

実習費の最低額と最高額を記入する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■助産師養成の実習の経費について、「1分娩あた

りの指導料」として契約をしている場合は、概算

でかまわないので、実習日数をもとに 1日あたり

学生一人分の委託料を換算し、記入する。 

例：（学生数×分娩数×11,000円）÷全学生の実

習合計日数＝1日の実習費 

しかしながら、計算が煩雑で難しい場合は金額

のところは空欄にし、Q36に 1分娩あたりの金額

を記入する。 

 

 

Q31-B・E、Q32-B、Q33-B、Q34-Bの注意点 

Q33-Bの注意点 


